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原子力機構の研究炉等の全体像
○ 今後も利用運転を計画している原子力機構の研究炉等（研究炉及び臨界実験装置）は計７基

 研究炉：5基（JRR‐3、JMTR、NSRR、常陽、HTTR）
 臨界実験装置：2基（FCA、STACY）

○ 機構改革（2013～2014年）の一環で3基（JRR‐4、TCA、TRACY）を廃止する方針を決定

○ HTTRが最も新しいが、初臨界から20年近く経過（使用条件は軽水炉ほど厳しくないものの40年超
の研究炉等もあり）

○ 現在、全ての研究炉等が停止中

○ STACYの更新計画以外に新規の研究炉等の整備計画なし

原子力機構の研究炉及び臨界実験装置の運転期間と現状
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JRR-1（1957.8） ○原子炉公開
JRR-2（1960.10） ●廃止措置計画認可（2006.11）

旧JRR-3（1962.9）
研究炉 JPDR（1963.8） ○跡地整地完了

JRR-4（1965.1） ●廃止方針決定
JMTR（1968.3） ◎設置変更許可申請（2015.3）

原子力船むつ（1974.8） ○原子炉公開
NSRR（1975.6） ◎設置変更許可申請（2015.3）

常陽（1978.10）
ふげん（1979.3） ●廃止措置計画認可（2008.2）

JRR-3（1990.3） ◎設置許可変更申請（2014.9）
HTTR（1998.11） ◎設置許可変更申請（2014.11）

AHCF（1961.10） ●廃止措置終了（1979.2）
SHE（1961.1）

TCA（1962.8） ●廃止方針決定
臨界実験装置 JMTRC（1964.9） ●廃止措置終了（2003.3）

FCA（1967.4）
DCA（1969.12） ●廃止措置計画認可（2006.10）

VHTRC（1985.5） ●廃止措置終了（2010.6）
STACY（1995.2） ◎補正申請（2015.3）

TRACY（1995.12） ●廃止方針決定

  年　　　　1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030

▼現在（2016.2）

▼新規制基準施行（2013.12.18）

東日本大震災▼

（ ）内： 初臨界

： 利用運転停止等

改修



原子力機構の研究炉等の概要（廃止方針対象施設を除く）

区分 炉 初臨界年 利用内容（設置目的） 熱出力[MW] 炉型式等

研究炉

JRR‐3 1990 ビーム実験、燃料・材料照射、放射性同位

元素生産、放射化分析等
20 軽水減速冷却プール型

低濃縮ウラン・シリサイド板状燃料

JMTR 1968 動力炉に係る安全性研究等のための材料

照射、放射性同位元素生産、教育訓練
50 軽水減速冷却タンク型

低濃縮ウラン・シリサイド板状燃料

NSRR 1975 反応度事故時の燃料の破損挙動研究、教

育訓練
0.3（定常）

23000（パルス）

水素化ジルコニウム減速非均質化

型原子炉

TRIGA燃料

常陽 1977
高速増殖炉の基礎・基盤技術の実証、燃

料・材料の照射試験の実施、将来炉の開発

のための革新技術の検証
140 ナトリウム冷却高速中性子型

U・Pu混合酸化物燃料

HTTR 1998 高温ガス炉の技術基盤の確立と高度化に

関する試験、高温炉心を用いた照射試験
30

ヘリウムガス冷却

二酸化ウラン・被覆粒子／黒鉛分

散型燃料

臨界実験
装置

FCA 1967 臨界実験：高速炉の炉物理研究 0.002 水平2分割型

STACY 1995 臨界実験：核燃料サイクル施設の臨界安全

研究
0.0002 タンク型・硝酸ウラン溶液燃料/棒

状燃料（二酸化ウラン）

○主たる利用内容は、原子力エネルギー利用（軽水炉、核燃料サイクル、高速増殖炉）に
関する研究開発（安全研究も含む）、教育訓練。

○研究炉等は互いに異なる設置目的及び特徴を有しており、棲み分けができている。
○ビーム利用及び照射利用については外部からのニーズが大きい。
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原子力機構の研究炉等の役割

○原子力機構の研究炉等の役割
原子力エネルギー利用から学術、医用、産業利用までを
カバーする基盤施設としての役割
JRR‐3のビーム利用

NSRRを用いる安全研究

HTTRによる高温ガス炉開発 等

実機に触れる原子力人材育成の場としての役割
研究炉等を用いるカリキュラムに沿って進める教育、実習や研修
による育成（原子力人材育成センターと連携）

研究炉等を用いる研究開発を通じた研究者・技術者の育成

○震災以降、震災からの復旧と新規制基準への対応
のため、機構の研究炉等は全基停止中

⇒役割を果たせない状況が続いている
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原子力機構の研究炉等での人材育成

研究開発・教育等を通じて育成を行った学生の数
（研究炉等の稼働の有無を問わない）

研究炉等が稼働している下
で研究開発・教育等を通じて
育成を行った学生の数
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○ 各炉等を用いた研究開発を通じ
研究者・技術者を育成。合わせ
て、研修・実習、教育を実施

○ 平成23年3月以降、平成26年度
に利用運転できたNSRR以外は
停止しており、実機運転下での
人材育成への貢献はほぼゼロ

○ 実機停止中の研修・実習は、座
学のほか、シミュレータ運転実習、
照射試験の設計や照射試料サ
ンプルの線量評価等



研究炉・臨界実験装置の役割・課題

今後も研究炉等は重要な役割を担っている

 原子力はベースロード電源として当面２０～２２%を担う（エネルギー基本計画）

⇒一定規模の維持のため一定規模の人材供給が必須

 原子力に関わる研究者・技術者が解決すべき、「東電福島第一原子力発電所

の廃炉技術開発」、「軽水炉の安全性の向上」、「放射性廃棄物の減容・有害

度低減」等の課題に対する、長期にわたる絶え間ない取組が必須

⇒研究開発人材の供給と研究開発に取り組んでいくための場が必須

 中性子を利用する材料開発・各種測定、医療への応用はますます重要

これらの役割を果たすためには、機構の研究炉等は以下の課題に立ち向かう必要あり。
① 新規制基準への対応
② 高経年化対策
③ 使用済燃料に対する措置
④ 運転員の力量と士気の確保
⑤ 廃止措置及び次期研究炉の検討
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研究炉・臨界実験装置が抱えている課題

① 新規制基準への対応

a. これまでと異なる大量で精緻な評価作業への対応が要求される。

b.審査結果次第では、予算制約下における、対応のための新たな設備の整備や耐震補強が必要。

② 高経年化対策

a.炉毎に高経年化対策の必要性と対策に要する費用は大きく異なるものの、全般に、（特に大きな炉では）多額の
費用が必要。しかし、予算確保は困難な状況。

b.研究炉等の高経年化が進んでいる状況下で、一定規模の人材育成を維持するには高経年化対策が必要。

③ 使用済燃料に対する措置

a.米国が研究炉使用済燃料を受け入れるのは2029年5月までであり、それ以降の扱いは不明。

b.我が国が研究炉等を今後長期に利活用するには国レベルで使用済燃料の扱いを検討しておく必要あり。

④ 運転員の力量と士気の確保

a.長期間停止状態の下での運転員の力量と士気の維持確保は着実な対応が必要（定期的な模擬運転による訓
練等の実施）

b.研究炉を担っていく若い世代のインセンティブを保ち、現場の技術力を維持・向上していく取組が必要（次期研究
炉等の検討は有効な手段）

⑤ 廃止措置及び次期研究炉の検討

a.人材育成等のニーズは継続的なもので、研究炉は長期に維持していくべきものであるが、やがては現在の施設
すべてが廃止措置対象。原子力研究開発と人材育成に欠かせない研究炉等が全く利用できなくなる事態を避け
るために次期研究炉等の建設が重要。

b.廃止措置には膨大な作業と多額の費用が必要。

c.研究炉の将来的な廃止時期の扱いについては、一機関の判断に委ねるのではなく国レベルでの俯瞰的な検討
が必要。

7⇒①と②について取組を紹介



新規制基準への対応状況

原子力機構の研究炉等のうち、JRR‐3、HTTR、JMTR、
NSRR及びSTACYは平成27年３月末までに原子炉設置
変更許可を申請。なお、常陽については、平成27年6
月に燃料交換機能の復旧作業を終了し、平成28年度
に申請する予定。

• 申請済みの試験研究炉をなるべく早期に再稼働すること
が重要であると考えており、平成28年度中に再稼働する
べく努力している。
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項目 主な内容 状況 ヒアリン
グ中

審査会で
審査中

審査会
終了

基準地震動策定
地盤安定性評価
基準津波評価

• 基準地震動策定、地盤安定性評価、三
次元地下構造評価を実施し、基準への
適合性を示している。

• 原電と合同でヒアリング、審査会合を実施

• 基準地震動及び基準津波は、詳細な説明資
料を作成し、審査会合にて審議中。

• 地質・地下構造はヒアリング中。
• 地盤安定性は説明後、ヒアリングを開始予定

○
(21回)

○
(6回) ―

耐震評価書＊

• 建物・構築物の評価を完了

• 原子炉圧力容器、一次冷却材の機
器・配管等（原子炉冷却材圧力バウ
ンダリ）の振動解析及び強度解析を
実施中

• 地震津波班にて基準地震動の議論が遅れて
いるため、説明開始時期が当初計画より遅延

• 耐震評価書の考え方・構成等についてはヒア
リングにて説明済み。

○
(1回) ― ―

自然現象等評価

• 新規制基準において、要求されてい
る自然現象等（森林火災・火山・竜
巻、航空機落下等）の影響評価を行
い、基準への適合性を示している。

• 防護対象設備の選定についてヒアリングの場
で協議中。

○
(10回) －

―

安
全
評
価

重要度分類

• 発電炉と異なるJRR-3固有の安全上

の特徴を考慮して、重要度分類を見
直すとともに、その妥当性を示して
いる。

• 安全上の重要度分類、耐震重要度分類につ
いては、説明・質疑を終了。

○
(18回)

○
(4回) ○

設計基準事
故に加えて
考慮すべき
事故（BDBA）

• JRR-3の特徴を考慮し、設計基準事故

を超える事故時の評価を実施し、
BDBAを考慮しても重大事故に至らない
ことを示している。

• 事象選定について、審査会合にて審議中。炉
心損傷を想定し、その影響緩和に重点をおい
た記載に変更中。

○
(6回)

○
(2回) ―

 平成26年9月26日 新規制基準対応に係る設置変更許可申請

平成27年8月31日 地盤安定性、廃棄物の保管廃棄について補正

 審査、ヒアリングの進捗状況（平成28年2月1日現在：申請後約1.3年）：研究炉班と地震津波班に分かれて審査

◆研究炉班：審査会合（8回実施）、ヒアリング（44回実施）

◆ 地震津波班：審査会合（6回実施）、ヒアリング（21回実施）

【注】１回の審査会合等において、複数の項目を実施する場合や上記項目以外について実施しているため合計数は不一致。 9

JRR-3の新規制基準の主要な論点と状況

＊：耐震評価書は、基準地震動に基づき、設置許可変更許可申請とは別に作成し審査を受ける



HTTRの新規制基準の主要な論点と状況

項目 主な内容 状況 ヒアリング
中

審査会で
審査中

審査
会終
了

基準地震動策定
地盤安定性評価
基準津波評価

• 基準地震動策定、地盤安定性評価、
三次元地下構造評価を実施し、基準
への適合性を示している。

• 原電と合同でヒアリング、審査会合が実施されて
おり、発電炉と同等の説明が求められ、審査スケ
ジュールが当初計画より遅延。

• 地質・地下構造の説明後、ヒアリングを開始予定。

○(23回)

―

○(8回*)

―

―

―

耐震評価書＊
• 建物・構築物の評価を完了

• 原子炉圧力容器、一次冷却材の機
器・配管等（原子炉冷却材圧力バウ
ンダリ）の振動解析及び強度解析を
実施中

• 地震津波班にて基準地震動の議論が遅れている
ため、説明開始時期が当初計画より遅延

• 耐震評価書の考え方・構成等についてはヒアリン
グにて説明済み。

○(1回) ― ―

自然現象等評価
• 新規制基準において、要求されてい

る自然現象等（森林火災・火山・竜
巻、航空機落下等）の影響評価を行
い、基準への適合性を示している。

• 森林火災・内部火災については審査終了。

• 航空機落下については審査会合終了（一部確認
評価のみ）。

• 火山については、ヒアリング中。
• 竜巻については、審査会合にて審議中。
• 溢水については、審査会合にて審議中。

○(11回)
○(5回)

○(1回)
○(7回)
○(3回)

○(3回*)
○(2回*)

―
○(1回*)
○(1回*)

○
○

―
―
―

安
全
評
価

重要度分類 • 発電炉と異なるHTTR固有の安全上

の特徴を考慮して、重要度分類を
見直すとともに、その妥当性を示
している。

• 安全上の重要度分類、耐震重要度分類につい
ては、説明・質疑を終了（審査会合終了）。
ただし、使用済燃料建家をBクラスとしている
ことについてのみ審査会合にて審議中。

○(17回) ○(5回*) ○

設計基準事
故に加えて
考慮すべき
事故
（BDBA）

• HTTRの特徴を考慮し、設計基準事

故を超える事故時の評価を実施し、
BDBAを考慮しても重大事故に至らない
ことを示している。

• 事象選定について、審査会合にて審議中（大規模
損壊の想定の要否について議論中）。

• 解析評価については審査会合で審議中。

○(21回)

○(9回)

○(3回*)

○(1回*)

―

―

 平成26年11月26日 新規制基準対応に係る設置変更許可申請

 審査、ヒアリングの進捗状況（平成28年2月1日現在：申請後約14か月）

 研究炉班と地震津波班に分かれて審査

 研究炉班：審査会合（12回実施）、ヒアリング（48回実施）

 地震津波班：審査会合（8回実施）、ヒアリング（23回実施）

*質問回答を含む＊：耐震評価書は、基準地震動に基づき、設置許可変更許可申請とは別に作成し審査を受ける



項目 主な内容 状況 ヒアリ
ング中

審査会
で審査
中

審査会
終了

基準地震動策定
地盤安定性評価
基準津波評価

• 基準地震動策定、地盤安定性評価、三
次元地下構造評価を実施し、基準への
適合性を示している。

• JMTRの審査、ヒアリングは未着手。但し、
JMTR固有の評価を除いてはHTTRと共通。 未着手 ― ―

耐震評価書＊
• 原子炉建家の評価を完了。耐震Sクラ

スの炉プール、カナルの一部が静的
評価において基準値を満足せず。

• 機器・配管等の耐震評価を実施中。

• JMTRの審査、ヒアリングは未着手。ただし、耐
震補強を検討中。

未着手 ― ―

自然現象等評価
• 新規制基準において、要求されてい

る自然現象等（森林火災・火山・竜
巻、航空機落下等）の影響評価を行
い、基準への適合性を示している。

• JMTRの審査、ヒアリングは未着手。
• 機構内審査ベースの説明資料は、準備完了。

未着手 ― ―

安
全
評
価

重要度分類 • 発電炉と異なるJMTR固有の安全上

の特徴を考慮して、重要度分類を見
直すとともに、その妥当性を示して
いる。

• JMTRの審査、ヒアリングは未着手。
• 機構内審査ベースの説明資料は、準備完了。

未着手 ― ―

設計基準事
故に加えて
考慮すべき
事故（BDBA）

• JMTRの特徴を考慮し、設計基準事故

を超える事故時の評価を実施し、
BDBAを考慮しても重大事故に至らない
ことを示している。

• JMTRの審査、ヒアリングは未着手。
• 機構内審査ベースの説明資料は、準備完了。

未着手 ― ―

JMTRの新規制基準の主要な論点と状況

 平成27年3月27日 新規制基準対応に係る設置変更許可申請

 審査、ヒアリングの進捗状況（平成27年9月18日現在：申請後約6か月）

 研究炉班と地震津波班に分かれて審査

 研究炉班：審査会合（1回実施）、ヒアリング（5回実施）

 地震津波班：審査会合（0回実施）、ヒアリング（1回実施） 【JMTR固有の評価を除いては、HTTRと共通】

ホットラボ排気筒の復旧対応を最優先
に取り組むため、新規制基準対応につ
いては、一時中断している。

11＊：耐震評価書は、基準地震動に基づき、設置許可変更許可申請とは別に作成し審査を受ける



ＮＳＲＲの新規制基準の主要な論点と状況

項 目 主 な 内 容 状 況
ヒアリング

中
ヒアリング

終了

耐震評価

• 耐震Ｂクラス設備のうち共振のおそれの
ある設備（実験孔）についてその影響を
評価する。

• 許可基準規則では、1/2Sd（1/4Ss）を用い
た評価を求められている。

• NSRRは、Bクラスの設備のうち共振の恐れのある
実験孔に関して、1/2Sdを用いた評価だけでなく、Ss
を用いない方法での適合性評価も検討している。

• 実験孔の共振に係わる評価については、ヒアリン
グ未実施。

― ―

自然現象等評価

• 新規制基準において、要求されている自
然現象等（森林火災・火山・竜巻、航空
機落下等）の影響評価を行い、基準への
適合性を示している。

• 航空機落下については、ヒアリングにて質疑を継続
中。

○
（２回）

―

安
全
評
価

重要度分類

• 発電炉と異なるＮＳＲＲ固有の安全
上の特徴を考慮して、重要度分類を
実施するとともに、その妥当性を示
している。

• ＮＳＲＲは、Ｓクラスを有しない施設であ
る。

• 安全上の重要度分類、耐震重要度分類について
は、説明を終了し、Ｓクラスを有しないことについて
質疑を継続中。

○
（６回）

―

設計基準事故
（DBA）

• 設計基準事故のうち、ＦＰを放出する事
象の放出経路について見直しを実施し
公衆影響を説明している。

• 気象データは最新のものを用いて評価
を実施。

• ＤＢＡについては、説明・質疑を終了。
○

（６回）
○

設計基準事故に
加えて考慮すべ
き事故（BDBA）

• ＮＳＲＲは、低出力炉であり、ＢＤＢＡの評
価対象外。

 平成27年3月31日 新規制基準対応に係る設置変更許可申請

 審査（ヒアリング）の進捗状況（平成28年2月1日現在：申請後約10カ月）

審査（ヒアリング）（21回実施）

ＮＳＲＲは、低出力炉で規制委員会による審査会合の対象施設ではないため、規制庁が審査（ヒアリング）を
行っている。

【注】１回の審査（ヒアリング）において、複数の項目を実施する場合や上記項目以外について実施しているため合計数は不一致。 12



⾼経年化を考慮した保全計画の⾒直し
〇 検討チーム提言を受け、保全計画に係る基本方針の見直しを

実施
・ 高経年化の静的機器、運転管理上重要な機器等の保全を適切に考慮
・ 新たに更新計画を作成し、保全計画に基づく点検結果を反映させ、保全活動を
PDCA

〇 新たな基本方針に基づき、保全計画の見直しを実施中

高経年化への対応

課 題 対 応 策

〇組織機能が不全

〇品質方針に沿った保安活

動の実施が不十分

〇不適合管理の仕組み及び

トラブル対応が不十分

・会議体が適切に機能しているか検証し、改善

・品質保証活動に係る特別監査を実施し、改善

・品質保証検討チームを設置し、必要な改善を検討・実施

・不適合管理分科会にて統一的な不適合管理を実施

・危機意識の向上、マイプラント意識を醸成

対応遅れがないように、安全・核セキュリティ統括部が主導して、
他の施設についても水平展開を実施

JMTR
タンクヤード内の機器更新の例

トラブル発⽣を踏まえ、保安活動及び職員意識などの改⾰を実施中

13



東京大学物性研究所が公募したJRR‐3
利用申請に関する課題採択の推移

年度
採択数

※

H22 300 (141)

H23 268 (63)

H24 265 (－)

H25 228 (50)

H26 206 (－ )

停止中の累計 967 (113 )

（平成23年4月～平成26年7月）

JRR-3停止期間に利用された主要な研究用原子炉

把握できた課題の総
数：139課題
（約3年半の期間）

※右表の採択数のうち（ ）内の数値は機構の施設供用公募の数

JRR‐3
停止中

【図中の施設名と数字の意味】
代替で利用した施設名：本来のJRR-3利用者の課題総数（内JAEA研究者数）

14

研究炉停止の影響と再稼働への期待

代替施設を使用
できた研究は、課
題数で14％程度



ＪＲＲ－３再稼働の場合のＪＲＲ－３での実験への希望について

【ＪＲＲ－３での実験を選ぶ理由】

〇アクセスの良さ、旅費がかからない。
〇実験準備や諸手続きが容易である。
〇学生の人材育成に適している。
〇定常炉としての安定性
〇ノウハウ、研究情報の流出、機器等の輸出規制
〇熟知した装置が利用できる。
〇J-PARCよりマシンタイムを確保でき、料金も安い。
〇海外施設と比較して遜色がない。 ・・・など

希望する

希望しない

希望する 55(96%)

希望しない 2(4%)

●中性子強度は海外炉の方が優れるが、持込機器や試料を含む移動の
容易さやその費用から、JRR-3に明確な優位性が存在する

●海外炉利用では、費用の観点から、学生に経験を十分に積ませること
ができない、挑戦的な課題に取り組むことが困難であるなどの問題がある

早期再稼働を望む声が多い

結果のまとめ

日本中性子科学会等のメーリングリストを通して，JRR-3の長期停止の影響に関するアンケート調査
を実施（平成27年11月）．前ページの139課題実施者のほぼ全員から回答を得た．

15



16

ま と め

 試験研究炉は、技術開発のツールとしてはもちろん、
人材育成にも不可欠

 現在、全ての試験研究炉が新規制基準への対応の
ために停止しており、役割を全く果たせない状況

 新規制基準を早期にクリアして再稼働を果たすことは
急務

 また、同時に、高経年化対策、継続的な使用済燃料
の措置、運転技術者の力量と士気の確保、廃止措置
及び次期研究炉等の検討 等も必要不可欠



参考資料
表１－１ 研究炉等概要（JRR‐3）
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参考資料
表１－２ 研究炉等概要（JMTR）
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参考資料
表１－３ 研究炉等概要（NSRR）
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参考資料
表１－４ 研究炉等概要（常陽）
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参考資料
表１－５ 研究炉等概要（HTTR）
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参考資料
表１－６ 研究炉等概要（FCA）
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参考資料
表１－７ 研究炉等概要（STACY）
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